
矢掛町の給与・定員管理等について
１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

区 分 住民基本台帳人口

(18年度末)

歳 出 額

Ａ

実質収支 人 件 費

Ｂ

人件費率

Ｂ／Ａ

(参考)

1 8年 度の 人件 費

18年度
人

１６，０７９

千円

5,402,457

千円 千円

1,065,586

％

19.7

％

20.8

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

区 分 職員数

Ａ

給 与 費 一人当たり

給与費 B/A

(参 考 )類 似 型 町 村 平 均

一人当たり給与費給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ

18年度 人

１１９

千円

445,725

千円

47,157

千円

180,303

千円

673,185

千円

5，657

千円

5，769

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。

２ 職員数は、18年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

なし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準

を示す指数である。

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

したものである。

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１９年４月１日現在）

①一般行政職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

矢掛町 43.4  歳 323，300 円 355,180 円 345,252 円

岡山県 42.1  歳 331，664 円 406,899 円 362，368 円

国 40.7  歳 325，724 円 － 円 383,541 円

類似団体 43.3  歳 328,806 円 383,873 円 352，868 円
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②技能労務職

区 分

公 務 員 民 間 参考

平均

年齢
職員数

平均

給料月額

平均

給与月額

（Ａ）

平均

給与月額

（国ベース）

対応す

る民間

の類似

職種

平均

年齢

平均

給与月額

（Ｂ）

Ａ／Ｂ

矢掛町 55.1歳 9人 299,500円 308,488円 302,788円 － － － －

うち

調理員 56.10歳 5人 297,320円 302,280円 297,370円 調理士 42.3歳 233,500円 1.29

岡山県 47.4歳 534人 339,294円 391,307円 362,025円

国 48.8歳 5,193人 287,094円 － 320,514円

類似団体 49.9歳 16人 285,232円 304,097円 295,183円

区 分

参 考

年収ベース（試算値）の比較

公務員（Ｃ）
民 間

（Ｄ）
Ｃ/Ｄ

矢掛町 － － －

うち調理員 4,950,434 円 3,180,400 円 1.56

③教育職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

矢掛町 ４４．０歳 325,900 円 323,900 円

岡山県 ４４．１歳 382,154 円 429,177 円

類似団体 ４４．６歳 331,751 円 348,662 円

④税務職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

矢掛町 ４６．４歳 330,100 円 349,012 円 337,712円

国 ４２．３歳 385,575 円 － 448,303円

類似団体 ４０．８歳 312,006 円 374,756 円 333,939円

（注）１ 「平均給料月額」とは、１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で

ある。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当

などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされて

いるものである。

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務

手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。



(2) 職員の初任給の状況（１９年４月１日現在）

区 分 矢掛町 岡山県 国

一般行政職

大学卒 １７０，２００円 １７６，８００円 １７０，２００円

短大卒 １５３，８００円

高校卒 １４２，８００円 １４０，６００円 １３８，４００円

技能労務職

１８～２１歳 １５１，０００円 －

２２～２５歳 １５７，１００円 －

２６歳以上 １７１，４００円 －

医療職（二）
大学卒 １８８，８００円 －

短大卒 １７２，６００円 －

医療職（三）

短大３卒 １９６，０００円

短大２卒 １８６，７００円

准看護師養成所 １５７，１００円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１９年４月１日現在）

区 分 経 験 年 数 1 0 年 経 験 年 数 1 5 年 経 験 年 数 2 0 年

一般行政職 大 学 卒 ２４０,５００円 ２８１，５００円 ３４３，３００円

高 校 卒 ２１８，６００円 ２６４，３００円 ３００，１００円

技能労務職 高 校 卒 ２８２，８００円

中 学 卒

医療職（二）
大 学 卒 ２４１，０００円 ２７２，０００円

高 校 卒

医療職（三）
短大３卒 ２５６，３００円 ２８５，８００円 ３０６，０００円

短大２卒 ２９９，１００円

３ 一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（１９年４月１日現在）

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１ 級 主事補・主事等定型的な業務を行う係員の職務
人

１０

％

１１．６

２ 級
主事等相当高度の知識又は経験を必要とする業務

を行う係員の職務

人

８

％

９．３

３ 級
主査又はこれに相当する職務 人

３０

％

３４．９

４ 級
係長又はこれに相当する職務 人

１３

％

１５．１

５ 級
特に高度の知識又は経験を必要とする業務を処理

する主幹又はこれに相当する職務

人

１１

％

１２．８

６ 級
課長代理又はこれに相当する職務 人

６

％

７．０

７ 級
課長又はこれに相当する職務 人

８

％

９．３

（注）１ 矢掛町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。



（注）平成１８年に９級から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び2級並びに５級及び６級をそれぞれ統合）

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

・19年度は、評価システムの試行期間中で、人材育成に主眼を置き各自目標を立て上司による面接・評

価を実施した。勤勉手当の反映にはまだ至っていないため、一律支給。

４ 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

矢 掛 町

１人当たり平均支給額（１８年度）

１，７０１千円

岡 山 県 国

１人当たり平均支給額（１８年度）

１，８１８千円

－

（１８年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

３．０ 月分 １．４５ 月

（１８年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

３．０ 月分 １．４５ 月分

（１８年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

３．０ 月分 １．４５ 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ５％～１５％

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ５％～２０％

・管理職加算 １５～２０％

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ５％～２０％

・管理職加算 １５～２０％

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

・19年度は、評価システムの試行期間中で、人材育成に主眼を置き各自目標を立て上司による面接・評価を実

施した。勤勉手当の反映にはまだ至っていないため、一律支給。（ただし、病休、懲戒、分限は除く）
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(2) 退職手当（１９年４月１日現在）

矢 掛 町 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 23.5月分 30.55月分

勤 続 2 5 年 33.5月分 41.34月分

勤 続 3 5 年 47.5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

1人当たり平均支給額 1,931千円 22,833 千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 23.5月分 30.55月分

勤 続 2 5 年 33.5月分 41.34月分

勤 続 3 5 年 47.5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、１８年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

支給実績（18年度決算） ４５８千円

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） １８，３２０ 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度） ２１．０ ％

手当の種類（手当数） ７

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

保育従事手当 保育士 保育園勤務保育従事 １月１，５００円

訪問従事手当 保健師 療養指導訪問指導 １回１００円

救護施設従事手当
介護職員・指導員・看護師

救護施設に勤務
１月２，０００円

その他の職員 １月１，５００円

理学療法従事手当 理学療法士 理学療法従事 １月３，０００円

汚物等の収集・処理手当 職員 犬・猫の死体処理 １回１，０００円

防疫等作業手当 保健師等
感染症の病原体の付着等若

しくは危険がある処理従事
１回５００円

死体処理手当
行路病死人及び精神異常者の処

置従事職員

行路病死人の処理・変死の立会

及び精神異常者の護送立会い
１回１，０００円

行路病死人の死体処理作業 １回２，０００円

（注）上記特殊勤務手当の支給実績は、普通会計分である。

(4) 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ） ７，３５４千円

職 員１人当たり平均支給年額１８年度決算 ７７千円

（注）上記時間外手当の支給実績は、普通会計分である。

(5) その他の手当（１９年４月１日現在）

手 当 名 内容及び支給単価

国の制

度

との異

国の制度と

異なる内容

支給実績

（18年度決算）

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

（18年度決算）

扶 養 手 当 扶養親族のある職員に支給 同 ― 12,853 千円 233,690 円

住 居 手 当

自ら居住するための住宅を町

内に借り受け，家賃を払って

いる職員又は築５年目までの

住宅を所有している職員に家

賃の二分の一又は月額２，５

００円支給

異 支給条件 831 千円 92,333 円



通 勤 手 当
通勤のため，交通機関又は自

動車等を利用する職員に支給
異 支給区分 5,738 千円 51,232 円

管 理 職 手 当
管理又は監督の地位にある職

員に支給
異 支給率 10,443 千円 435,125 円

宿日直手当
宿日直勤務を命ぜられ勤

務した職員に支給
同 ― 6,840千円 117,931円

（注）上記手当の支給実績は、普通会計分である。

５ 特別職の報酬等の状況（年４月１日現在）
区 分 給 料 月 額 等

給

料

市 区 町 村 長

副 市 町 村 長

７９０，０００ 円

６５０，０００円

（参考）類似団体における最高／最低額

796,000円／588,000円

650,000 円／510,000円

報

酬

議 長

副 議 長

議 員

３３２，０００円

２７０，０００ 円

２５０，０００ 円

（ 円）

342,000 円／230,000円

273,000 円／180,000円

258,000円／157,000円

期

末

手

当

市 区 町 村 長

副 市 町 村 長

（１８年度支給割合）

４．４５ 月分

議 長

副 議 長

議 員

（１８年度支給割合）

３．３５ 月分

退

職

手

当

市 区 町 村 長

副 市 町 村 長

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

退職１年前の給料総額×１/１２×５×就任年数 退任時又は任期満了時

退職１年前の給料総額×１/１２×３×就任年数 退任時又は任期満了時

備 考

(注)１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。

２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期  
（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

６ 職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

区 分
部 門

職 員 数 対 前 年
増 減 数

主 な 増 減 理 由
平成19年 平成18年

普

通

会

計

部

門

一
般
行
政
部
門

議会
総務
税務

農林水産
商工
土木
民生
衛生

2
26 
7

11 
1
8

32 
8

2
25 
8

11 
1

10 
32 
9

1
△1

△2

計 95 98 △3 ＜参考＞
人口１万人当たり職員数59.1人

（類似団体の人口１万人当たりの職員数 71.78人）
教育部門 20 22 △2

消防部門

小 計 115 110 △5 ＜参考＞
人口１万人当たり職員数71.5人

（類似団体の人口１万人当たりの職員数 92.25人）



公
営
企
業
等

病院
水道
下水道
その他

73
6
7

13 

75
6
8

14 
 

△2

△1
△1

小 計 99 103 △4

合 計 214
[ 275 ]

223 
 [ 275 ]

△9

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。

２ [ ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状（１９年４月１日現在）

区 分

20歳

未満

20歳

～

23歳

24歳

～

27歳

28歳

～

31歳

32歳

～

35歳

36歳

～

39歳

40歳

～

43歳

44歳

～

47歳

48歳

～

51歳

52歳

～

55歳

56歳

～

59歳

60歳

以上

計

職員数
人

１

人

８

人

９

人

１９

人

２４

人

２０

人

２３

人
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人
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人
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人
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人

２

人
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(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

① 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

平成17年４月１日

職員数

平成22年４月１日

職員数

純減数 純減率

人

２２３

人

２１０

人

１３

％

５．８減  

（参考）矢掛町新行財政改革実施計画における定員管理の数値目標（数・率）

計画期間

数値目標始 期 終 期

平成１７年４月１日 平成２２年４月１日 5.8％減（２１０人）

② 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

区 分

部 門

１７年

計画始期

１８年

１年目

１９

２年目

22年

数値目標

一般行政 職員数 115 98 95
増 減 △3 △17 △3

教 育 職員数 23 22 20
増 減 0 △1 △2

消 防 職員数

増 減

公営企業

等 会 計

職員数 85 103 99
増 減 △3 18 △4

計 職員数 223 223 214 210
増 減 △6 0 △9 △4

（注）１ 計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。  
３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以

降現年までの職員増減数の累計を示す。  



技能労務職員の給与等の見直しに向けた取り組み

平成２０年３月 
１．現状

（１） 職種ごとの人数、平均年齢、平均給与等及び民間従業員データ

区 分

公 務 員 民 間 参考

平均

年齢
職員数

平均

給料月額

平均

給与月額

（Ａ）

平均

給与月額

（国ベース）

対応す

る民間

の類似

職種

平均

年齢

平均

給与月額

（Ｂ）

Ａ／Ｂ

矢掛町 55.1歳 9人 299,500円 308,488円 302,788円 － － － －

うち

調理員 56.10歳 5人 297,320円 302,280円 297,370円 調理士 42.3歳 233,500円 1.29

岡山県 47.4歳 534人 339,294円 391,307円 362,025円

国 48.8歳 5,193人 287,094円 － 320,514円

類似団体 49.9歳 16人 285,232円 304,097円 295,183円

区 分

参 考

年収ベース（試算値）の比較

公務員（Ｃ）
民 間

（Ｄ）
Ｃ/Ｄ

矢掛町 － － －

うち調理員 4,950,434円 3,180,400円 1.56

注）※「平均給与月額」とは、平成１９年４月分として支給すべきものであり、年間平均支給額ではありませ

ん。また、「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当な

どのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている

ものです。

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

※介護職員・整備運転員については、3人以下のため非公開とします。

（２）職種ごとの年齢別職員

区分 ４０歳未満 ４０～４３歳 ４４～５３歳 ５４～５６歳 ５７～６０歳

全体 ０ １ ０ ５ ３

調理員 ３ ２

整備運転員 １ ０

介護職員 ２ １

（３）その他給与に関する事項

○給料表 国の行政職給料表（二）を利用しています。

○昇給・昇格 ５５歳以上は昇給号給抑制（２号給のみ昇給）しています。

技能労務職については管理職はいません

○諸手当 一般職と同様。技能労務職のみに支給される特別勤務手当はありません。



２．基本的な考え方

基本的には退職不補充ですが、直営業務の継続がある限り、最小限必要な業種（整備運転員）

については採用の可能性もあります。１名の採用を見込んでも２４年度には技能労務職全体で３

人以下になる予定です。

３．具体的な取り組み

業務については、民間委託やシルバー人材センター委託等への移行を推進していきます。

また、短期間業務や短時間業務については、臨時職員や個人委託契約等の活用を進めていきます。


